
――― 8

　

こ
の
三
〇
年
間
を
、
前
半
は
県
庁
職
員
と
し

て
実
務
の
現
場
か
ら
、
そ
の
後
は
研
究
者
と
し

て
と
も
に
分
権
推
進
の
理
論
的
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ

プ
を
と
り
続
け
た
著
者
が
、
分
権
の
政
策
法
学

を
ま
と
め
た
！

　

第
一
部
は
分
権
の
歴
史
段
階
ご
と
の
総
括
。

結
論
は
行
政
分
権
か
ら
立
法
分
権
へ
。
国
の
制

度
を
執
行
す
る
（
行
政
）
自
由
度
を
高
め
る
こ

と
を
超
え
て
、
新
た
に
制
度
を
設
計
・
決
定
す

る
自
治
立
法
権
の
確
立
を
求
め
る
。
国
の
豪
華

だ
が
画
一
的
な
制
度
よ
り
、
粗
削
り
で
も
身
の

丈
に
合
っ
た
制
度
を
作
り
出
す
こ
と
の
方
が
市

民
の
自
治
力
を
引
き
出
す
。

　

新
た
な
立
法
分
権
の
た
め
に
は
、
政
策
法
務

を
研
ぎ
澄
ま
し
、体
系
化
す
る
必
要
が
あ
る
。こ

れ
が
第
二
部
。

土
地
利
用
と
条
例

　

そ
れ
こ
そ
三
〇
年
近
く
前
、
著
者
が
語
る
土

地
利
用
条
例
の
精
緻
さ
に
息
を
呑
ん
だ
。
そ
こ

に
は
条
例
制
定
の
テ
ク
ニ
ッ
ク
を
超
え
て
、
開

発
に
は
や
る
市
町
村
に
対
し
て
、
持
続
可
能
な

土
地
利
用
へ
の
揺
る
ぎ
な
い
使
命
感
と
県
の
役

割
へ
の
信
頼
が
印
象
的
だ
っ
た
。
土
地
利
用
と

条
例
が
第
三
部
。
以
前
の
開
発
規
制
主
体
の
条

例
か
ら
、人
口
減
少
時
代
の
立
地
の
適
正
化
、良

質
な
空
間
の
維
持
管
理
に
性
格
を
変
え
た
条
例

が
必
要
に
な
る
。
確
か
に
、
最
近
の
空
き
家
空

き
地
問
題
は
新
し
い
考
え
方
が
必
要
。
そ
の
場

合
条
例
は
、
ダ
メ
、
ヨ
シ
の
デ
ジ
タ
ル
で
は
な

く
、
ど
こ
ま
で
ど
ん
な
ふ
う
に
実
現
す
る
か
と

い
う
ア
ナ
ロ
グ
型
基
準
が
要
る
。

　

地
方
分
権
に
か
ら
ん
で
書
評
子
の
思
い
二
つ
。

一
つ
は
「
も
う
一
つ
の
政
府
間
関
係
」。
都
道

府
県
と
市
町
村
。
場
合
に
よ
っ
て
は
協
議
・
調

整
で
は
な
く
戦
争
に
近
い
か
も
。
も
う
一
つ
は
、

地
方
分
権
と
必
然
的
に
並
行
し
た
市
町
村
合
併
。

分
権
改
革
前
に
は
三
三
〇
〇
だ
っ
た
市
町
村
は

い
ま
や
一
七
〇
〇
余
に
。（
変
な
言
い
方
だ
が
）

数
か
ら
言
え
ば
条
例
の
大
量
消
滅
の
時
代
だ
っ

た
。「
条
例
終
活
、
弔
い
方
」。

評
者  

菅
原
敏
夫
　
本
誌
編
集
委
員

地
方
分
権
三
〇
年

　

六
月
に
は
国
会
の
「
地
方
分
権
の
推
進
に
関

す
る
決
議
」
か
ら
三
〇
周
年
を
迎
え
る
。
機
関

委
任
事
務
廃
止
な
ど
を
決
め
た
地
方
分
権
一
括

法
か
ら
も
ほ
ぼ
四
半
世
紀
。
と
こ
ろ
が
近
年
で

は
さ
ら
な
る
権
限
移
譲
は
一
旦
休
止
、
コ
ロ
ナ

禍
で
効
率
的
集
権
的
意
思
決
定
の
必
要
性
も
説

か
れ
て
い
る
。
地
方
自
治
全
体
の
テ
ー
マ
も
分

権
よ
り
も
地
方
創
生
に
傾
い
て
い
る
。

『
地
方
分
権
と
条
例

―
―
開
発
規
制
か
ら
コ
ロ
ナ
対
策
ま
で
』
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円
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